










研究目的 

遺伝相談の一環として行われる胎児診断は,現在,世界の先進諸国において,ほぼルチンに

行われるようになった。しかしながら,わが国に於いては,種々の立場の違いから,施行施設

の増加はみられるものの,未だネットワークを組むには至っていない。しかも,それらの胎

児診断施行施設においては,種々の制約や背景の違いから,それぞれが,独自の考え方や方

法で施行しているため,相談者と施設間で無用なトラブルを生む原因にもなっている。染色

体異常診断を例にとると,外国婦人の診断希望者に対し,各施設で対応が異るとか,高年妊

娠の適応年令が各施設で異るとかがあげられよう。また,羊水採取して,検査施設に送って

も,検索を断わられるという問題も生じている。そこで,本年度は,胎児診断に関する問題点

をすべてリストアップし,各研究協力者の属する施設の資料をもとに,研究グループとして

の統一見解をまとめることを試みた。 


